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１　はじめに
“Humanity is on the march,earth itself is left 
behind.”（David Ehrenfeld）1
　人間の存亡は自然環境に左右されてきたことは言
うまでもないが、自然環境自体が、古来人間活動の
影響を受けてきたことも厳然たる事実である。端的
に言えば、人間活動の伸張は自然の後退及び人間社
会への馴化をもたらしたといえる。それでは、人間
社会が発達（develop）すれば自然環境は悪化し、
滅びに向かうのであろうか。しかし、最近は経済成
長だけではない、オルターナティブな持続可能な
developmentの概念も登場している。これは、人間
の発達を科学することを標榜する組織のなかで、環
境法を研究する筆者としては、避けては通れない課
題であり、本稿では、人間と自然との関係を、環境
政策、環境法研究の視点から検討する。
２　人間の営みと自然の共存
　有史以来人間の営みは「進化」を繰り返し、文明
を開花させ、その活動領域は拡大してきた。これは、
我が国はもちろん中国や欧州の耕作地の拡大、新大
陸の開拓などの歴史的事実を見れば明らかである。
しかし、人口の増加速度は比較的緩やかであり、増
減を繰り返しつつも出生数が死亡率をわずかに上回
る時代が長く続いたのも事実である。その人口増加
が急激に加速したのが産業革命後のこの最近200年
程度なのである。ある統計によれば、19世紀初頭に
は約10億人と推定される世界の人口は、1950年には
25億、1987年には50億、そして2006年までに65億人に
達したと推測されている。2 この急激な人口増加は、
化石燃料の利用も含めた生産性の向上、医療の進歩
や食糧の安定供給による死亡率の減少などの諸要因
によるものであるが、その負の影響として、地球上の
生物多様性、水、土壌、大気などの自然的構成要素が、
増加した人口を扶養するための資源として消費され、
あるいは人の活動により汚染・破壊されている。例
えば、人口が急激に増加したこの150年に野生動物
の「絶滅速度」は急激に加速している3。特に熱帯
雨林の破壊がこのまま続けば、絶滅が一層加速する
ことは必至であり、恐竜が絶滅した白亜紀以来の大
量絶滅がおきる4、今後20－30年間に地球上の生物
多様性の４分の１が失われる5、などといった終末
的な予測が著名な生物学者によってもなされている。
　このような「絶滅の渦」が発生した原因には、生
息地の消失、濫獲、外来種（侵入生物）の影響、温
暖化等、いろいろ挙げられているが、そのほとんど
が人間活動に起因し、既述のように人口増大の影響
を受けている6。であるからには、近視眼的に人間社
会の発展、繁栄のみを志向する政策は危険である。
　ところが、人間が衰滅すれば自然環境はよくなる
のかといえば、必ずしもそうとは言えない。なぜな
らば、人類と自然は長期間にわたり相互に影響しあ
い、相互依存の仕組みが形成されているからである。
特に人間の自然への働きかけが成熟し、安定してい
る地域では、双方にとって望ましい調和の取れた景
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観が形成されている。例えば日本の里山は、人の営
みが形成した二次的自然であるが、そこでは大変豊
かな生物多様性が展開されていることが、近年の研
究から指摘されている7。そして、そのような景観
を永年維持してきた里人の活動と地域社会のあり方
が、本来の意味で持続可能と言われるべきなのであ
る（各地で開発反対派の葵の印籠になった観のある
オオタカも、谷戸や里山といった二次的自然を利用
する鳥である。）。また、景観の多様性は種内、種間
の多様性と並んで生物多様性の構成概念だが、景観
の多様性は伝統的社会の多様性と相互に密接に影響
しあって存在しているので、近代化による地域社会
の均質化は、景観の均質化にもつながっている。
　もっとも、旧来の自然保護論では、人の影響を受
けない原生的な自然をより高いものとして評価し、
人の手の入った二次的自然は、原生的自然を保護す
るために緩衝地域として保全する、ゾーニング的な
管理が提唱されてきた。しかし、そのような理論展
開は、特に日本のような狭い面積の中で複雑な土地
と資源の利用をしてきた社会には応用し難いこと
は、いまや多くの論者の指摘するところだ。8 例え
ば、ユネスコによる「人間と生物圏（MAB）」構想は、
自然の中における人の役割を積極的に評価している
が、中核（コア）部分は人の手を加えず、立ち入りも
規制する考え方をとっている9。しかし、日本でこれ
を応用した林野庁の白神山地保護計画は、いろいろ
な批判と論議を呼んだ10。さらに原生的自然が多く
残されているとされる新大陸においても、景観の形
成に与えた先住民族の役割が再認識されている11。
つまり、人の活動と無関係に成立している自然環境
はこの地球上にほとんど存在せず、人間が減りこそ
すれ消滅することはないのであるから（もっとも、
山間などの離農廃村による人の消滅は問題。）、自然
環境の保全政策には、人の営みと自然との共存方法
を学ぶことが必要なのである。
　
３　科学の発展と環境保全
　先に生物多様性の減少を取り上げ、人間活動の近
代化と人口増大に関係するところが大きいと述べた
が、人間活動が発展する背景にあったものは、科学
の発展である。しかし、科学の発展自体が環境を保
全するという主張も盛んに行われている。
　確かに技術革新により汚水の浄化や排気の抑制は
飛躍的に向上した。また、絶滅に瀕した生物種でも
飼育技術の向上で増殖されているものはかなりの数
に上り、今後、人工授精はもちろん、遺伝工学的に
絶滅種を復活されることが可能になる日も来るとい
われている。生物多様性条約においても、生物種の
保全の定義として、「生息域内保全」と、「生息域外
保全」が併記されている12。
　だが、技術的なアプローチによって環境問題が解
決できると言う見方には数多くの批判がなされてお
り、少なくとも科学の発展が環境問題を抜本的に解
決するという楽観的な予測は既に多くの支持を失っ
ていると言えよう。汚水処理技術やリサイクル技術
等が向上したとしても、総量が増えれば環境負荷は
増すということは小学校高学年でもわかる理屈であ
る。また、人工増殖を含む科学的な方法で保全され
ている生物種については、その生物種が生態系内で
果たしていた本来の役割が全うされず、「生態学的
に絶滅」している可能性もある。多くの人が資源管
理の成功例と捉えるサケマス科魚類の増殖放流も、
本来その魚種が有していた生態学的特性を奪い、さ
らには自然個体群の絶滅をもたらしたのではないか
という疑念が浮上している13。
　無論、科学の発展は環境保全に重要である。例え
ば現代の環境保全の重要なテーマである生物多様性
は、その概念自体が保全生態学の研究成果である。
また、貧困と乱開発に翻弄される発展途上国におい
ては社会の安定化を含めて科学の発展に期待すると
ころが大きい。しかし、科学技術のみに頼る環境政
策には、「緑の革命」の失敗のように限界があるこ
とは明らかであり、むしろ伝統的に地域の人間が自
然と接し、利用する際に活用していた民俗知のよう
なものを見直す動きが活発化している。これは、発
展途上国における持続的発展に必要とされる、現地
で応用可能な「適正技術」とも通じるものである。
　
４　環境政策の変遷
　環境保全は現代の最重要課題の一つとなってお
り、社会全体として環境保全や秩序ある資源管理を
行うために環境政策という分野が形成されている。
環境政策は各種の手段を使用するが、環境保全には
社会構成員の行動を制限する場面が多いことから、
法的手段が多用されている（立法論を含めて環境に
関わる法政策を環境法政策という。）。
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　環境政策及び環境法は、まだ発展中の新領域であ
り、動きの早い分野である。日本における環境政策
の展開は、創成期においてはもっぱら規制的手法を
中心とするものであった。戦前には、鉱害や工場に
対する若干の規制法が存在したが、本格的な環境規
制は1967年の公害対策基本法制定に始まり、70年代
前半に立法された水質汚濁防止法などの「公害法」
といわれる一連の規制法である。しかし、規制的手
法には取締りのための人員や専門知識といった法執
行のための資源が規制官庁には欠如しているという
限界が露呈した。また工業技術の発展や新産業の拡
大に規制立法が対応できないという問題も生じてき
た。
　その後60年代後半以降、経済的インセンティブ
や政策誘導的手法が導入されるようになった。例え
ば地方自治体が規制法上の義務を超えた環境対策に
任意に取り組む企業に一定のインセンティブを保障
する公害防止協定や、最近ではISOなどの自主的取
組に基づく認証制度である。また、80年代以降は、
環境アセスメント、予防原則などに基づく環境リス
ク管理なども手法も導入され、最近では自然再生事
業などの公共事業型の積極的な環境保全への動きも
始まった。
　このような環境政策の変遷は、時期のずれはある
が、海外先進国もほぼ同様である。しかし、これら
の新しい環境政策手法も結果として期待されている
ような抜本的な解決にはなっていない。その理由と
してはいろいろなものが考えられるが、やはり、経
済優先主義、そして近代経済人を主体としたうえで
の人間中心主義を変更することなく、科学技術的な
解決手法に依拠するところが大きいからなのではな
いだろうか。むしろ今の我々が必要としているのは
何らかのパラダイムシフトなのではないだろうか。
しかし、現状を打破しないといけないとしても、
行き場が定まらないパラダイムシフトでは迷える
子羊である。環境問題を解決するためのパラダイ
ムシフトとしてよく議論されるのは、人間中心主
義 (anthropocetrism) の否定と、生態系中心主義
(ecocetrism / biocentrism)やディープ・エコロジー
などの「環境主義」への転換である14。「環境主義」
と便宜的にまとめられることが多いが、これらの新
しい思想の主張しているところ多岐にわたる。しか
し、従来の自然保護や環境保全を「人間中心」的だ
と批判し、そのような人間の便益を基準とするので
はなく、地球や動物、生態系などの健全性を基準に
考えるべく転換すべきだと主張する点で、概ね共通
している。また、環境主義は何らかの形で人間の権
利や欲望を抑制する必要性も主張する。環境主義の
嚆矢は、20世紀後半に土地倫理思想を提唱したアル
ド・レオポルドであるが、70年代に入り、アルネ・
ロスによる「ディープ・エコロジー」、クリスト
ファ ・ーストーンによる「自然の権利」、ピータ ・ー
シンガーによる「動物の権利」、などの提唱により、
一気に環境運動の中に浸透し、現在では環境運動家
の大多数が何らかの影響を受けていると言っても過
言ではない。
５　パラダイムシフトをどう考えるか
　さてそれでは環境政策は人間中心主義から訣別す
るパラダイムシフトをしたのであろうか。その答え
は否である。しかし、その理由は人間が傲慢だから
というだけではないであろう。その理由には、ディー
プ・エコロジーのもつ神秘主義的装いや全体主義的
な傾向、あるいは「動物の権利」などの権利概念の
拡大による人権の希薄化への警戒などがある15。一
般市民レベルにおいても、過度の技術オプティズム
や人間中心主義には疑問を持つものの、動物にも人
と同様の権利を認めることを含め、環境主義と従来
からの世界観との乖離にとまどいを感じるのが実情
である。
　確かに現代の環境問題は深刻さを増しており、将
来世代の生存までを視野に入れると現在のままの状
況が維持されるべきではない。その反面、人類が近
代以降、不断の努力によって獲得してきた基本的自
由や権利を制限ないし否定する形で環境政策が立て
られるべきなのであろうか。その意味では、一般市
民層による、環境主義へのアンビバレントな反応は、
人間の直感的判断が持つ的確さを示しているのかも
しれない。
　例えば、日本国民は憲法のもとで財産権を保障さ
れ、職業選択や居住地の選択などの経済活動の自由
を享受している。いずれも循環社会が模範的に確立
されてとされる江戸時代には人民は享受できなかっ
た権利である。豊かな自然を守るためには広大なお
鷹場を持った大名や、狩猟地（Forest）を経営した
欧州貴族のような存在が必要なのであろうか。ある
いは、最近見直されつつある入会権のようなコモン
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ズだが16、その担い手であったムラこそが、抑圧的
な「家」社会の温床であったのではないか。また、
視野を世界に転じれば、貧困と社会崩壊に直面して
いるアフリカの発展途上国の人民に対して生存権を
保障する必要はないのであろうか。石弘之によれば、
歴史上で環境政策を成功させたのは、ナチス･ドイ
ツとリー・クワンユーのシンガポールだけだという
が17、これからのパラダイムシフトは、近代ヒュー
マニズムの成果をも捨て去らなければならないのだ
ろうか。
　しかし、冷静に環境主義の主張を考えてみると、
彼らの主張は必ずしも基本的人権を否定するもので
はなく、むしろ中央集権的権威主義やグローバリ
ゼーションへの反発、環境正義の実現など、その追
求するところは、むしろ実質的には人権の拡大と擁
護を志向しているといえるのではないか。
　また、確かに個々の環境主義的な政策の中では個
人の自由や権利を制限するものがあるが、基本的人
権といえども、公共の福祉と抵触する限りで制約を
有している。この内在的制約が顕在化する典型例は
相隣関係などの共同体内における対人関係である。
いかに土地の所有者とはいえ、隣人の権利を著しく
侵害するような土地利用は、たとえ日照や眺望のよ
うな直接的な生存に関係しない権利の侵害であって
も許容されないことは社会通念となっている。しか
し、将来世代にまで相隣関係を拡大するのは論理の
飛躍であろうか18。もし将来世代の生存を確保する
ための権利制限が許容できないというのならば、近
代ヒューマニズムが掲げる「自由」は、単に「欲望
のおもむくまま」なだけではないのだろうか。
６　人と自然が共存する環境政策　̶
　　まとめにかえて
　
　それではなぜ環境主義が広い賛同を得ていないの
だろうか。その要因には、従来のエコロジストが伝
統的に存在する人間と自然との豊かな関係をあまり
重視していなかったことがあるのではないだろう
か。環境主義が生まれた米国は、先住民族を排除し
た後に現在の社会が形成されてから日が浅いため、
自然の人の共存の歴史を経験していないことが指摘
できるだろう。また、環境主義者を自認するものの
多くが都会の住人であり、皮膚感覚で自然と人間の
関係を語れず、机上の空論となっていることもある
だろう。
　しかし、結局のところかかる状況の中でエコロ
ジーを人間中心か自然中心か、ディープかシャロー
かと論じても、少なくとも政策的には意味の少ない
ことと言わざるをえない。現在我々が考慮すべきこ
とは、従来のヒューマニズムがともすれば環境を置
き去りにしてきたことを反省し、人と自然の関係性
をもう一度謙虚かつ詳細に学びなおすことにあるの
ではないだろうか。その意味では「非」人間中心主
義は、人間を疎外する形での「反」人間的な○○中
心主義である必要性はなく、今まで忘れられていた
人と自然の共存の論理と知恵を再発見し、集権的な
科学主義から、分権的な生活主義への政策的ウェイ
トの転換を図るべきではないだろうか。
　人と自然の共存を考える中で注意しなければなら
ないのが、多くの一般市民が「共存」「共生」とい
う言葉から、人と野生動物が手を携え歌いながらお
花畑をスキップするような、ディズニー的ユートピ
アを連想している危険性である。人と自然は絶えず
緊張関係の下にある。人と自然の持続的共存は、緊
張関係の持続でもある。その緊張と均衡を持続する
ためには、何をすべきかとともに、何をしてはいけ
ないか、が厳しく問われなければならない。そのた
めに必要な知識は、一つには近代自然科学であるが、
それに勝るとも劣らないのが、地域の民俗知である。
近代自然科学はどの様な場所でも通用する普遍科学
を編み出した。確かに土木工学は河川における洪水
という、自然との緊張関係を表面的には押さえ込ん
だ。しかし、コンクリート護岸の川は人も生き物も
寄せつけないものに変質し、かつ、設備の許容能力
を越える出水時に、より甚大な被害を生み出すなど、
リスクが増加する局面も出現しており、人と自然と
の幸福な関係を考えると、うまく洪水とも付き合い
ながら「川の守」をしてきた伝統的な治水が再評価
されている19。
　もちろん我々は過去に戻ることはできない。ま
た、過去に学ぶというときに何がしかのロマンチズ
ムが介在していることは否定できない。しかし、最
終的に人が自然を守ろうとするときの原動力となる
のは、資源利用を核とした人と自然の「関係性」で
あり、アタッチメントであることを考えれば、なお
さら人と自然が密接に関係する伝統的なあり方に学
ばなければならないのではないだろうか。一見、人
間の発達・発展に逆行する結論のようだが、そもそ
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も我々が科学技術の発展に依存した直線的な発展モ
デルから訣別する時なのであり、遅れているように
見え、実は一周先行しているのである。したがって、
日本などの先進国においては、既に消滅しかかって
いる人と自然との関係性や民俗知を掘り起こし再評
価することが課題である。
　ところが、このような悠長な話は日本のような先
進国ならばともかく、危機的な状況にある発展途上
国では、経済の改善と、即効性のある環境対策こそ
が必要であるとの批判もあるであろう。筆者は世界
中で通用する環境理論は持ち合わせていないが、人
と自然の関係性が切れかかっている日本においても
無視できない人と自然との関係性が、まだ生業と
いった関係で「つながっている」発展途上国におい
て無視できるとは思えない。むしろ、発展途上国に
おいては、西欧からの経済的援助によってはじめて
稼動しうる近代科学と技術に頼る方が危険ではない
だろうか。
　その意味では、国際協力や国際援助が、内発的
発展を達成できるようになるためには、現地で応
用可能な伝統的知識の集積が必要であろう。ユネス
コのMAB計画のように地域の生活に目を向ける事
業や、従来の経済指数一辺倒を脱した国連開発計画
（UNDP）の人間開発指数の導入などにもあるよう
に20、複眼的なアプローチが増えてきたことに期待
したい。
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